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機械設備

　本工事は、大型動的遠心力載荷試験装置（以下、「本装置」
という。）全体の状態確認を行ったうえで、加振装置のオー
バーホール、サーボバルブのオーバーホール、潤滑装置オイル
クーラーの更新、油圧源装置オイルクーラーの更新及び試運転
調整を行うものである。
　本装置は、株式会社日立インダストリアルプロダクツ（以
下、「特定法人」という。）が独自に保有している技術的ノウ
ハウをもとに、設計・開発・製作・設置を一貫して行った特殊
かつ高度
なシステムであり、模型を加振するための動的加振装置など、
装置の中枢の重要部分の状態確認、オーバーホール及び更新作
業を行うものである。
　本工事にあたっては、本装置内の加振装置及びサーボバルブ
の分解、装置内部の状態確認、再組立てを行った後、加振装置
を正常に動作させるため、動作を決定する各種特性値の調整が
必要となる。加振装置各部の分解、状態確認、再組立てによ
り、特性値が変化して最適値から乖離することが想定されるた
め、特性を詳細に把握した上で、特性調整システムの調整を行
うなど、本装置固有の調整作業が必要であり、本装置の既存シ
ステムに悪影響を及ぼすことなく適切に行うことは、特定法人
以外には困難であると判断される。
　本工事にあたっては特定法人が保有する技術的ノウハウが必
要となるため、特定法人を契約の相手方とする契約手続きを行
う予定とし、特定法人以外の者で、応募要件を満たし、本工事
の実施を希望する者の有無を確認する目的で参加意思確認書の
提出を招請する公募を実施した。その結果、参加意思確認書の
提出者がいなかったため、上記法人が本工事を遂行できる唯一
の者であると確認された。
　よって、国立研究開発法人土木研究所会計規定第 52 条第 4
項第 1 号（国立研究開発法人土木研究所契約事務取扱細則第
26 条第 1 項第 2 号二）の規定により、上記法人と随意契約
するもの
である。

契約職
国立研究開発法人土木研究所
理事長　藤田　光一
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